平成２６年度　第２７回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　平成２７年３月２７日（金）午後３時～午後５時
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　委　　員　　中　原　　　都
　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】

　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　有　岡　博　己　　

　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳　　

　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　なし
	４　議　題


　　議案第１号　人事委員会規則等の一部改正について（勧告関係等）
　　議案第２号　人事委員会規則等の一部改正について（組織改正関係等）
　　

　　議案第３号　人事委員会委員長通知の一部改正について（臨時的任用職員の夏季休暇関係）　　   
	５　議事の公開・非公開


　　議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案第１号から第３号を公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


　

１　議案第１号

　　　人事委員会規則等の新設及び改正（給与勧告等関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　　  以下のとおり人事委員会規則等を新設し、又は一部を改正しようとするもの。

（１）新設又は改正する規則等の名称

①規則

　＜新設＞

  　　　ア　平成26年改正条例附則第５項等の規定による給料に関する規則

  　　＜改正＞

ア　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則

イ　初任給調整手当の支給に関する規則

ウ　地域手当に関する規則

エ　単身赴任手当の支給に関する規則

オ　管理職員特別勤務手当の支給に関する規則

カ　職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則

       ※内容は、以下の規則の改正

        ・職員の給与の支給に関する規則

        ・期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則

        ・へき地手当等に関する規則

        ・特地勤務手当に準ずる手当に関する規則

②通知

＜新設＞

ア　平成26年改正条例附則第４項の規定に基づく号給の調整について

イ　平成26年改正条例附則第５項等の規定による給料に関する規則の運用について

ウ　管理職員特別勤務手当の支給等について

＜改正＞

ア　地域手当の運用

イ　単身赴任手当の運用について

ウ　管理職員特別勤務手当の支給に関する規則の運用について

（２）概要

①給料表の改定に伴う経過措置関係

  　　＜規則＞

    　　〇　平成26年改正条例附則第５項等の規定による給料に関する規則

  　　＜通知＞

    　　〇　平成26年改正条例附則第５項等の規定による給料に関する規則の運用について

      　　　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成26年鳥取県第60号。以下「平成26年改正条例」という。）による給料表切替え後の給料月額が切替え前の給料月額に達しないこととなる者等について、その差額を支給する経過措置に関し必要な事項を定める。

      　　ア　切替日以降に給料表の適用を異にする異動、育児短時間勤務の開始又は終了をしたこと等、差額の算定に特別の措置を必要とする場合については、切替日の前日にそれらの職員であったとした場合に同日に受けることとなる給料月額相当額を基準に差額を算定することを規定する。

      　　イ　55歳を超える行政職６級相当以上の職員に係る当該差額相当額の算定にあたり、給料月額の98.5％に相当する額がその者の属する職務の級の最低の号給の給料月額を下回る場合の措置について規定する。

      　　ウ　切替日以降に人事交流により採用された職員の差額の算定については、切替日の前日に採用されたとみなした場合に同日に受けることとなる給料月額相当額を基準に差額を算定する。

 　　②給料表の改定に伴う昇格時号給対応の改正関係

  　　 ＜規則＞

    　　 〇　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則

      　　　平成26年改正条例による給料表の改定に伴い、当該規則に定める昇格時号給対応表の一部を改正する。

  　　 ＜通知＞

    　　 〇　平成26年改正条例附則第４項の規定に基づく号給の調整について

      　　　昇格時号給対応表の改正により、改正前の同表による昇格後号給が、改正後の同表による号給より不利な（下位の）号給に決定される場合が生じることから、改正前の一定期間に昇格した者の号給を改正日（平成27年４月１日）に昇格したものとした場合に得られる号給をもって、その者の号給とすることができる規定を定める。

 　　③初任給調整手当関係

  　　 ＜規則＞

    　　 〇　初任給調整手当の支給に関する規則

      　　ア　医療職給料表（１）の適用を受ける職員に支給する当該手当の月額を、国に準じて引き上げる。

      　　イ　地域手当の級地区分の増設に伴い、増設された級地（７級地）の地域に所在する公署の職を、初任給調整手当１項職員３種の区分に国に準じて位置付ける。

      　　ウ　平成26年11月定例会による職員の給与に関する条例の一部改正により、獣医師に支給する当該手当の支給期間が６年から９年に延長され、併せて支給月額が引き上げられたことに伴い、期間の区分に応じた支給額を定めるとともに所要の規定の整備を行う。

 　　④地域手当関係

  　　 ＜規則＞

    　　 〇　地域手当に関する規則

      　　ア　級地区分を１区分増設し、併せて各級地区分に応じた支給割合を国に準じて定める。

      　　イ　平成30年３月31日までの間の支給割合について、国に準じて定める。

  　　 ＜通知＞

    　　 〇　地域手当の運用

      　　　上記イに伴い、所要の規定の整備を行う。

 　　⑤単身赴任手当関係

  　　 ＜規則＞

    　　 〇　単身赴任手当の支給に関する規則

      　　ア　職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離の区分を増設し、併せて、交通距離区分に応じた加算額を国に準じて引き上げる。

      　　イ　平成30年３月31日までの間の基礎額を国に準じて定める。

  　　 ＜通知＞

    　　 〇　単身赴任手当の運用について

        　　 通知に定める配偶者が職員と同居できないと認められる事情のうち、保育所等に在所する子を養育する場合についての保育所等の定義に、児童福祉法に位置付ける家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業所内保育事業を行う施設を追加する。

 　　⑥管理職員特別勤務手当関係

  　　 ＜規則＞

    　　 〇　管理職員特別勤務手当の支給に関する規則

        　　 管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により平日深夜に勤務した場合の当該手当の額等を定める。

  　　 ＜通知＞

〇　管理職員特別勤務手当の支給に関する規則の運用について

〇　管理職員特別勤務手当の支給等について

        　　 当該手当の対象となる臨時又は緊急の必要による業務、勤務１回の取扱い等について定めるとともに、所要の規定の整備を行う。

⑦55歳を超える行政職６級相当以上の職員の給料月額等の1.5％減額措置の終了関係

  　　 ＜規則＞

〇　職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則

〇　地域手当に関する規則

        　　 端数計算等について定めた関係条文の削除等を行う。

（３）施行（適用）日

  　  　平成27年４月１日

【質　疑】

○平成26年改正条例附則第５項等の規定による給料に関する規則について
委　員
第５条にある「給料表」はどこの給料表か。

事務局
鳥取県の給料表である。

○平成26年改正条例附則第５項等の規定による給料に関する規則の運用について

委　員

第４条関係の「あらかじめ人事委員会の承認を得た額」とは具体的にはどのようなものか。個別承認か。

事務局

第２条関係第１項第１号及び同項第２号に該当する職員となっているので、「第２条関係第１項第１号＝育児短時間勤務等を開始し、又は終了した職員」と「同項第２号＝再任用職員異動をした職員」を同時に満たす場合である。なかなか想定しづらいケース。

○平成26年改正条例附則第４項の規定に基づく号給の調整について

委　員

年度途中に昇格する人はいるのか。

事務局

異動に伴って昇格する人はいる。

委　員

新法有利、旧法有利は職員ごとに分かるのか。

事務局

経過措置を受けたということは個人に通知される。

○初任給調整手当の支給に関する規則について
委　員

獣医師の初任給調整手当について６年から９年に延びた。７年目の人はどういう扱いになるのか。

事務局

採用６年経過している人は９年のうち６年目までは支給されていたものとして、７年目の額から支給される。遡って差額までは支給しない。

○単身赴任手当の運用について

委　員

家庭的保育事業とは何か。

事務局

一般家庭での保育を市町村が認可してできるようになった。既存の保育所と連携して行う。

２　議案第２号

　　人事委員会規則等の一部改正（組織改正関係等）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　　　以下のとおり人事委員会規則等の一部を改正しようとするもの。

（１）改正する規則等の名称

①規則

  　　　ア　給料表の適用範囲に関する規則

  　　　イ　職員の職務の級の分類に関する規則

  　　　ウ　管理職手当に関する規則

  　　　エ　管理職員等の範囲を定める規則

  　　　オ　公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則

②通知

  　　　ア　職の区分表について

  　　　イ　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について

（２）概要

①平成27年度組織改正関係

  　　　ア　給料表の適用範囲に関する規則

      　　　組織の廃止、職の新設等に伴い、教育職給料表（１）又は教育職給料表（２）を適用する職員の範囲を定める規定を一部改正する。

       　　〇　教育職給料表（１）

          　　・観光戦略課の専門員の削除

          　　・緑豊かな自然課の専門員の追加

          　　・保育専門学院の次長、課長及び講師の削除（保育専門学院の廃止）

          　　・皆成学園課長補佐の追加

          　　・教育委員会事務局各課の課長補佐の追加

          　　・教育センターの指導主査及び課長補佐の追加

       　　〇　教育職給料表（２）

          　　・観光戦略課の専門員の削除

          　　・緑豊かな自然課の専門員の追加

          　　・皆成学園課長補佐の追加

          　　・教育委員会事務局各課の課長補佐の追加

          　　・教育センターの指導主査及び課長補佐の追加

          　　・教育局の課長補佐の追加

    　　イ　職員の職務の級の分類に関する規則

    　  　　職の新設、組織の廃止等に伴い、職務の級の分類を定める級別職務分類表（行政職給料表、教育職給料表（１）及び教育職給料表（２））を一部改正する。

        　　〇　行政職給料表級別職務分類表

        　　　＜知事部局＞

            　　・本庁共通　学芸員補（１級及び２級）の追加

            　　・保育専門学院の削除

            　　・鳥獣対策センター副所長（６級）の削除、副所長（４級・５級）の追加

            　　・地方機関共通　学芸員（１級及び２級）の削除

        　　　＜教育委員会＞

            　　・共通　造園技師（１級・２級）の追加

        　　〇　教育職給料表（１）級別職務分類表

        　　　＜教育委員会＞

            　　・教育センター課長補佐（特２級・３級）及び指導主査（３級）の追加

            　　・教育委員会事務局課長補佐（特２級・３級）の追加

        　　　＜知事部局＞

            　　・皆成学園課長補佐（３級）の追加

        　　〇　教育職給料表（２）級別職務分類表

        　　　＜教育委員会＞

            　　・教育センター課長補佐（特２級・３級）及び指導主査（３級）の追加

            　　・教育委員会事務局課長補佐（特２級・３級）の追加

            　　・教育局課長補佐（特２級・３級）の追加

        　　　＜知事部局＞

            　　・皆成学園課長補佐（３級）の追加

  　　　ウ　管理職手当に関する規則

     　　　 組織の名称変更、組織の廃止、職の新設又は廃止等に伴い、管理職手当の支給区分を定める当該規則別表第１に規定する組織又は職を一部改正する。

         　　＜知事部局＞

          　　・経済産業総室経営支援室の名称変更　→　経済産業総室企業支援室

          　　・保育専門学院の削除

          　　・鳥獣対策センターの副所長の削除

         　　＜教育委員会＞

          　　・教育センター指導主査の追加（６種）

  　　　エ　管理職員等の範囲を定める規則

      　　　組織の廃止、職の新設又は廃止等に伴い、管理職員の範囲を定める当該規則別表に規定する機関又は職員を一部改正する。

         　　＜知事部局＞

          　　・保育専門学院の削除

          　　・鳥獣対策センターの副所長の削除

         　　＜教育委員会＞

          　　・小中学校課、高等学校課及び特別支援教育課の課長補佐（人事に関する事務を行うもの）の追加

          　　・教育局の課長補佐（人事関係の企画に関する事務を行うもの）の追加

オ　職の区分表について

    　  　　組織の廃止、職の新設又は廃止等に伴い、「上位の職」について定める当該通知別表（行政職給料表、教育職給料表（１）及び教育職給料表（２））を一部改正する。

      　　〇　行政職給料表の職の区分表

        　　＜知事部局＞

          　　・本庁共通　主事及び同相当職　学芸員補の追加

          　　・保育専門学院の削除

          　　・鳥獣対策センター　課長及び同相当職　副所長の削除

          　　　　　　　　　　　　課長補佐及び同相当職　副所長の追加

          　　・地方機関共通　主事及び同相当職　学芸員の削除

        　　＜教育委員会＞

          　　・共通　主事及び同相当職　造園技師の追加

      　　〇　教育職給料表（１）の職の区分表

      　　　＜教育委員会＞

        　　　・教育センター　教諭及び同相当職　課長補佐の追加

        　　　　　　　　　　　教頭及び同相当職　指導主査の追加

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係長の削除、課長補佐の追加

        　　　・教育委員会事務局　教諭及び同相当職　課長補佐の追加

        　　　　　　　　　　　　　教頭及び同相当職　係長の削除、課長補佐の追加

        　　＜知事部局＞

      　  　　・皆成学園　教頭及び同相当職　課長補佐の追加

          　　・保育専門学院の削除

        　　＜病院局＞

     　   　　・共通　教諭及び同相当職　文化財主事の追加

      　　〇　教育職給料表（２）の職の区分表

      　　　＜教育委員会＞

       　 　　・教育センター　教諭及び同相当職　課長補佐の追加

        　　　　　　　　　　　教頭及び同相当職　指導主査の追加

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係長の削除、課長補佐の追加

      　  　　・教育委員会事務局本庁　教諭及び同相当職　課長補佐の追加

          　　　　　　　　　　　　　　教頭及び同相当職　係長の削除、課長補佐の追加

          　　・教育局　教諭及び同相当職　課長補佐の追加

              　　      教頭及び同相当職　係長の削除、課長補佐の追加

        　　＜知事部局＞

          　　・皆成学園　教頭及び同相当職　課長補佐の追加

        　　＜病院局＞

          　　・共通　教諭及び同相当職　文化財主事の追加

    　　カ　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について

      　　　教育職給料表（１）級別資格基準表及び教育職給料表（２）級別資格基準表の職種「校長及び副校長」を読み替える職種に課長補佐を加える。

②公平委員会受託事務関係

  　　　　公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則

      　関係町村等の職の設置等に伴い、管理職員等の範囲を定める当該規則別表を一部改正する。　

        〇　智頭町

          ・保育園　副園長の追加

          ・図書館　館長の追加

        〇　八頭町

          ・町長部局　地方創生監の追加

        〇　湯梨浜町

          ・保育所の削除

          ・幼稚園の削除

        〇　北栄町

          ・保育所の削除

        〇　大山町

          ・町長部局　事務局長の追加

          ・議会事務局　局長→事務局長

          ・農業委員会事務局　局長→事務局長

        〇　日野病院組合

          ・病院　副看護局長、副医療技術局長の追加

        〇　南部箕蚊屋広域連合

          ・事務局　次長の削除

③その他

  　　　ア　管理職手当に関する規則

    　  　　55歳を超える行政職６級相当以上の職員の給料月額等の1.5％減額措置の終了に伴い、管理職手当の端数計算について定めた条文の削除を行う。

    　　イ　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について

  　    　　学歴免許等の資格に応じた学歴区分を定める当該通知別表について、学科の新設、国立の学校の独立行政法人化等に伴い所要の改正を行う。

         　　・防衛医科大学校医学教育部看護学科の開設により、大学６卒の区分の防衛医科大学校の卒業を防衛医科大学校医学教育部医学科に改める。

         　　・防衛医科大学校医学教育部看護学科の開設により、大学４卒の区分に防衛医科大学校医学教育部看護学科の卒業を追加する。

         　　・国立看護大学校の独立行政法人化により、大学４卒の区分に独立行政法人国立国際医療研究センター国立看護大学校看護学部の卒業を追加する。

         　　・短大３卒の区分に歯科技工士養成所（３年課程）の卒業を追加する。

         　　・職業能力開発大学校のカリキュラムの変更により、課程の名称を改める。

         　　・高校３卒の区分の歯科技工士養成所を削除する。

         　　・この他所要の規定の整備を行う。

（３）施行（適用）日

     　　平成27年４月１日

３　議案第３号

　　　人事委員会委員長通知の一部改正（臨時的任用職員の夏期休暇関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　　　以下のとおり人事委員会委員長通知の一部を改正しようとするもの。

（１）通知の名称
①臨時的任用職員の休暇及び職務に専念する義務の免除について  ･･･職員
（平成６年12月21日付発鳥人委第59号鳥取県人事委員会委員長通知）
②臨時的任用職員の休暇について  ･･･県費負担教職員
（平成６年12月21日付発鳥人委第60号鳥取県人事委員会委員長通知）
（２）改正理由（両通知共通）
　　　　臨時的任用職員のうち、通年的任用職員（任用期間又は任用予定期間が９月以上の職員）については、月17日以上又は週29時間以上の勤務、かつ任用期間又は任用予定期間が９月以上の非常勤職員と同様、夏季（７月～９月）に有給の特別休暇（以下「夏季休暇」という。）を２日付与している。平成27年４月１日より、上記の非常勤職員の夏季休暇の取得可能日数が３日に拡大されることにあわせて、臨時的任用職員のうち、通年的任用職員についても、取得可能日数を３日とするよう、臨時的任用職員の休暇等について規定した上記通知中、特別休暇に関する規定の一部を改正する。
※通年的任用職員について
上記通知において、任用期間又は任用予定期間（更新による延長期間を含む。）が９月以上の臨時的任用職員を通年的任用職員、９月未満の臨時的任用職員を短期間任用職員と定義し、病気休暇及び特別休暇の内容に差異を設けている。
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例（差異のあるもののみ掲載）

（参考）非常勤職員の夏季休暇について
平成25年度から、月17日以上又は週29時間以上の勤務、かつ任用期間又は任用予定期間が９月以上の非常勤職員を対象に夏季休暇を２日付与しているが、平成27年４月１日より取得可能日数が３日に拡大される。
（３）施行期日
　　　　平成27年４月１日
	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２７年４月２３日（木）午前１０時から開催することとした。
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